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血 液 事 業 の あ ゆ み

売血から献血、国内自給をめざして

日本の血液事業のあゆみ〈ミニ年表〉

1948年（昭和23年） 　　赤十字国際会議が血液事業推進を決議。
1952年（昭和27年） 　　売血による商業血液銀行と献血による日本赤十字社（赤十字血液銀行）が
　　　　　　　　　　　 血液事業を開始。
1956年（昭和31年） 　　「採血及び供血あつせん業取締法」施行。
　　　　　　　　　　　 人の血液の利用適正、被採血者の保護を目的とし、採血業者に対する規定を設けている。
　　　　　　　　　　　 同法施行規則により採血基準が定められている。
1962年（昭和37年） 　　売血による供血者貧血と売血の輸血で血清肝炎が多発したことが社会問題となり、
　　　　　　　　　　　 「黄色い血」追放運動始まる。
1964年（昭和39年） 　　輸血用血液を献血により確保する体制を確立するよう閣議決定。
1969年（昭和44年） 　　売血による輸血用保存血液の製造を中止（預血制度に切替え）。
1972年（昭和47年） 　　輸血後のＢ型肝炎の予防のため、Ｂ型肝炎ウイルスのＨＢｓ抗原検査を開始。
1974年（昭和49年） 　　輸血用血液の献血による自給の達成（預血制度を廃止）。
1980年（昭和55年） 　　成分輸血療法が普及し、全供給本数の70％以上となる。
　　　　　　　　　　　 輸入による血漿分画製剤の使用が飛躍的に増加。
1982年（昭和57年）　　 献血者全員に検査サービスとして、生化学検査の結果通知を開始。
1986年（昭和61年） 　　400ml採血及び成分（血漿、血小板）採血を導入。
　　　　　　　　　　　 輸血による感染が問題となっているHIV・ヒトリンパ球向性ウイルスⅠ型抗体検査を開始。
1989年（平成元年） 　　 輸血後Ｃ型肝炎の予防のため世界に先がけてＨＣＶ抗体検査を開始。
　　　　　　　　　　　 また、Ｂ型のための検査も従来のＨＢｓ抗原検査に加えてＨＢc抗体検査を開始。
1990年（平成2年） 　　  国内の有償採血を完全に廃止。
　　　　　　　　　　　 民間企業の製造能力等を活用することについての関係三者による基本合意が成立する。
1991年（平成3年） 　　  血液比重、血圧などの採血基準を緩和し、献血者の対象を拡大。
1992年（平成4年） 　　  従来のＨＣＶ抗体検査より感度の高い第二世代の試薬によるＨＣＶ抗体検査を開始。
1993年（平成5年） 　　  輸血による感染症や免疫反応による副作用防止のため、自己血輸血を普及・推進。
1994年（平成6年） 　　  国民に献血いただいた血液による血液凝固第Ⅷ因子製剤の国内自給達成。
1995年（平成7年） 　　  安全性をより高めるために、全国的に問診票を統一。
1998年（平成10年） 　　ＧＶＨＤ（移植片対宿主病）を予防する放射線照射輸血用血液が承認され、供給を開始。
1999年（平成11年） 　　献血年齢の引き上げを行い、69歳（※1）まで献血が可能となる（血小板
　　　　　　　　　　　 成分採血については、現行のまま54歳までとする）。
　　　　　　　　　　　 全血液センターの献血血液にＮＡＴ（核酸増幅検査）を導入。
2003年（平成15年） 　  「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」施行。
2006年（平成18年） 　  献血カードを導入。
　　　　　　　　　　　献血による健康被害に対する補償のための措置を実施。
2007年（平成19年） 　  白血球除去技術の導入。
2008年（平成20年） 　  抗原抗体検査においてCLEIA法（化学発光酵素免疫法）及び、より高感度の
　　　　　　　　　　　NATを導入。
2011年（平成23年） 　  400ml採血の献血年齢の引き下げを行い、男性に限り、17歳から献血が可能となる。
　　　　　　　　　　　また、血小板成分採血の献血年齢の引き上げを行い、男性に限り、69歳（※1）まで献血が可
　　　　　　　　　　　 能となる。また、健康診断の方法から血液比重検査を廃止し、男性に限り、血色素量の下限値
　　　　　　　　　　　 を引き上げた（※2）。
2014年（平成26年） 　  診療録・問診票の電子化。
　　　　　　　　　　　本人確認生体認証システムの導入。個別NATの導入。

※1　65歳から69歳までの方は、60歳から64歳までの間に献血の経験がある方に限られる。
※2　200ml全血採血「12ｇ/dl」→「12.5ｇ/ｄｌ」、400ml全血採血「12.5g/dl」→「13g/dl」。
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問 診 票 の 解 説 献 血 者 の 健 康 被 害

　今までに輸血（自己血を除く）や臓器の移植を受
けたことがありますか。

　献血時の採血は、献血者の健康状態等を十分確認した上で行われますが、時には気分不良、め
まい、神経損傷などの健康被害が起こることがあります（大半は、採血後に十分な休憩や水分補
給を行うことで防げます）。
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　輸血歴、臓器移植歴のある方は、未知のウイルス等の感
染を防ぐ意味から、献血をご遠慮いただいています。輸血
の安全性は、相当程度改善しましたが、未知のウイルスを
排除することはできません。このような技術の限界を踏ま
え、念のため、献血をご遠慮いただいているものです。

　今までに次のいずれかに該当することがあります
か。
①　クロイツフェルト・ヤコブ病（CJD）または類
縁疾患と診断された。
②　血縁者にCJDまたは類縁疾患と診断された人が
いる。
③　ヒト由来成長ホルモンの注射を受けた。
④　角膜移植を受けた。
⑤　硬膜移植を伴う脳神経外科手術を受けた。
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　プリオンの適切な検査法のない現在、問診のみが唯一の
スクリーニング法です。ここに該当する人は、献血しては
いけません。
　なお、硬膜移植を伴う脳神経外科手術に関しては、医療
機器であるヒト乾燥硬膜「ライオデュラ」を介してCJDに
感染し、被害を被ったことに対し、国、輸入販売業者及び
ドイツの製造業者を被告とする損害賠償訴訟が提起され、
平成14年3月に和解が成立しました。

　献血者の健康被害の症状とその発生状況は
右図のとおりです。
　発生頻度が高いのは、血管迷走神経反応
（ＶＶＲ）と呼ばれるもので、一時的な気分
不良や顔面蒼白などの症状が代表的です。
　日本赤十字社では、これらの健康被害を防
ぐために、採血後の安静や水分補給について
注意を促し、万が一、腕の痛みなど健康状態
に心配が生じた時は、血液センターに連絡す
るよう呼びかけています。

　現在妊娠中または授乳中ですか。
　6ヵ月以内に出産、流産をしましたか。
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　6ヵ月以内に次のいずれかに該当することがあり
ましたか。
①　不特定の異性または新たな異性との性的接触が
あった。
②　男性どうしの性的接触があった。
③　麻薬、覚せい剤を使用した。
④　エイズ検査（HIV検査）の結果が陽性だった
（6ヵ月以前も含む）。
⑤　上記①～④に該当する人と性的接触をもった。
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　エイズの原因となるウイルスである HIV に感染している
危険性のある人は、献血してはいけません。
　HIV 感染者及びエイズ患者の報告数は近年1,500件前後
で推移しています。平成28年の新規HIV 感染者の報告件数
は 1,011 件であり、新規エイズ患者の報告件数は 437 件
でした。累積報告件数では、HIV感染者報告数は18,920件、
エイズ患者報告数は 8,523 件でした。平成 28 年の新規
HIV 感染者の主な感染経路は、異性間の性的接触 170 件
（16.8％）、同性間の性的接触735件（72.7％）であり、他に
も静注薬物使用1件（0.1％）などがあげられています。
　エイズについては、昭和56年に米国で世界初の症例報告
があり、昭和58年にはHIV が発見され、昭和60年に日本
人初のエイズ患者が認定されました。我が国では約 1,400
名の血友病患者が、血友病治療のために使用していた非加熱
血液凝固因子製剤により HIV に感染し、国及び製薬企業5
社を被告とする損害賠償請求訴訟が提起され、平成8年3月
に和解が成立しました。また、和解に則り、非加熱製剤により
HIV に感染された方に対する救済事業等を実施しています。
　加熱処理が導入されてからは、血液凝固因子製剤などの血
漿分画製剤による感染は報告されていません。また、献血血
液については、昭和61年からHIV の抗体検査が始まりまし
た。平成11年には核酸増幅検査（NAT）が導入され、輸血に
よる感染の危険性は大幅に減少しています。しかしながら、
平成15年に、NAT導入後の輸血後HIV感染が１例、20プー
ルNAT導入後も平成25年に1例報告されており、更なる
安全対策として平成 26 年に個別検体によるNAT を導入し
ました。検出感度の優れているNATといえども、感染ごく初
期のものは検出することができないことから、6ヵ月以内に
上記5項目（④は6ヵ月以前も含む）に該当する人は、献血
してはいけません。

　母体の健康を保護するため、妊娠中、出産・流産後6ヵ月
以内、授乳中（分娩後1年まで）の女性には献血をご遠慮い
ただいています。

問診内容の個人情報の保護を厳守します。

平成28年度の献血者の健康被害発生状況

　健康被害が医療機関の受診を要するような状態になった場合、医療費や医療手当などが支給さ
れる制度です。
　平成28年度は、献血者数約483万人のうち816件（全体の約0.016％）について、この制
度が適用されました。

■献血者健康被害救済制度
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